
(第 25期 )

貸 借 対 照 表

(平成 29年 3月 31日 現在 )
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(注)記載金額は、千円未満を四捨工入 して表示 している。
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(第 25期 )

個別 注記表

(重要な会計方針に係 る事項に関する注記 )

1.資産の評価基準及び評価方法

(1)棚卸資産

製 個別原価法による低価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

個別原価法による低価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

総平均法による低価法

(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定)

仕  掛  品

貯  蔵  品

2.固 定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

(2)リ ース資産

(リ ース資産を除く)

・……・ 定率法

・……・ 所有権移転外ファイナンス・ リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

ナンス・ リース取引のうち、 リース取引開始 日が企業会計基準第13号 「リース

取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準 じた会計処理によつている。

3.そ の他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によつている。

(2)連結納税制度の適用

連結納税制度を適用 している。


